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【審査意見】［Ｐ２５－２６］ 

（１）患者数の増加に加え、国の医療機関等における賃上げ・物価上昇に対する支援事業費補助

金の受け入れ等により、医業収益及び医業外収益はいずれも前年度から増加したものの、給

与費や材料費等の増加に伴う医業費用の増加がこれを上回ったため、３年連続で当年度純損

失を計上し、累積欠損金が増加した。  

（２）令和８年３月に策定した「千葉市立病院改革プラン（第６期：令和８～１０年度）」（以下「プラン」

という。）では、収益の確保として、地域医療機関との連携及び市民への広報活動の強化等に加え、新病

院においては診療科の新設・強化や高度な医療機器及びハイブリッド手術室の導入等による診療体制の

強化に取り組むほか、費用の削減として、薬品や診療材料の両病院間での同種同効品への切替えや他の

医療機関との共同購入の検討などを進めることとしている。また、経営管理体制の強化として、新たな

人事評価制度の導入等を検討することとしている。 

加えて、今後、長期化が見込まれる経営危機への対応として、病床数や機能の見直しなど、持続可能

で安定した病院経営に向けた抜本的な経営改革に係る全庁的な議論を進めていくこととしている。 

（３）令和７年度の医業収支比率が過去１０年間で最低の比率となった※中、今後は、新病院の整備

の際に借り入れた企業債の償還が開始することに加え、青葉病院における施設・設備の改修及び

更新に係る費用も見込まれ、病院事業を取り巻く経営環境はこれまで以上に厳しさを増すことが

見込まれる。このことから、人的投資や設備投資に見合った病床稼働率と医業収益を確保し、医

業収支比率等の各種数値目標を達成するため、診療に携わる職員も含めたすべての職員の英知を

結集し、プランに位置付けられた経営改善の取組を着実に行われたい。 

（４）職員一人一人が市立病院に求められる役割や経営状況を理解し、自らの役割に応じて目標達成に

取り組むことが重要であることから、その成果を適切に評価する新たな人事評価制度の導入を早期

に行われたい。 

（５）両病院の有する専門的な診療機能を十分に発揮できるよう、人材の確保及び育成を推進し、良質な医

療を将来の市民につなげていくため経営健全化の取組を推進するとともに、持続可能な経営を目指した

経営改革の検討を着実に進め、患者、医療機関及び医療従事者から「選ばれる病院」として、市民の健

康増進に一層寄与されることを期待する。 

 

※ 過去１０年間の医業収支比率（％） 
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85.3 79.6 77.7 81.5 84.9 78.7 84.7 82.9 81.7 79.8 77.2 

（注）医業収支比率は、業務活動によってもたらされた医業収益と、それに要した医業費用とを対比して業務活動の

能率を示すものであり、これによって経営活動の成否が判断されるものである。 

算式：医業収支比率＝医業収益／医業費用×100 

（医業収益には、救急医療及び保健衛生行政に要する一般会計負担金が含まれている。） 

 

公営企業会計決算及び決算附属書類は、重要な点において、法令に適合し、かつ正確であると認められた。 

１ 病院事業会計 

審 査 の 結 果［意見書Ｐ５］ 

令和７年度千葉市公営企業会計決算審査意見の概要 

全国平均：73.2% 

全国一般：74.6% 

類似平均 青葉類似：72.2% 海浜類似：71.0% 

類似一般 青葉類似：74.3% 海浜類似：71.3% 
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※R3～R5 はコロナ関連補助金（R3：2,703 百万円、R4：1,929 百万円、R5:408 百万円）を受け入れている。 

 

281 267 264 287 287 

187 173 199 
210 213 

計468 
計440 

計463 
計497 計500 

0

100

200

300

400

500

600

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

１
日
平
均
入
院
患
者
数(

人)

青葉病院 海浜病院

809 791 768 781 784 

490 500 487 494 506 

計1,299 計1,291 計1,255 計1,275 計1,290 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

１
日
平
均
外
来
患
者
数(

人)

青葉病院 海浜病院

1,316
785

△ 232
△ 578 △ 711

1,411

843

△ 408

△ 694 △ 616

計2,727

計1,629

計△ 641

計△ 1,272 計△ 1,327△ 1,500

△ 1,000

△ 500

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

当
年
度
純
損
益(

百
万
円)

青葉病院 海浜病院

64.4 

66.2 65.7 

70.2 

74.0 

62.8 61.8 60.7 

64.7 

68.1 
66.4 

72.0 71.9 

76.8 

81.1 

58.0

63.0

68.0

73.0

78.0

83.0

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

職
員
給
与
費

対
医
業
収
益
比
率(

％)

病院事業 青葉病院 海浜病院



- 3 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２ 下水道事業会計 

【審査意見】［Ｐ４３－４４］ 

（１）下水道事業においては、引き続き純利益を確保することができた一方で、千葉県流域下水道に係る

維持管理負担金の引上げなどにより令和９年度までに多額の資金不足が生じる見込みとなったことか

ら、下水汚泥固形燃料化施設の導入による汚泥処分費の削減などの支出抑制策を講じてもなお不足す

る資金を確保するため、令和８年４月から下水道使用料の増額改定を実施したが、下水道事業等経営

委員会の資料では令和１３年度には最大で７億円を超える資金不足が見込まれるなど、資金収支は厳

しい状況にある。 

 

（２）しかしながら、有形固定資産減価償却率をみると老朽化施設の割合は年々増加していることから、

少子高齢化に伴う将来人口の減少による使用料収入の減少、世界的な物価高騰及び燃料価格の上昇な

どが見込まれる中においても、資金不足額の縮減に向けた支出抑制策、国庫補助金等の収入の確保に

努めることで、「第２期下水道ストックマネジメント計画（令和５年度～令和９年度）」に基づく効率

的かつ効果的な点検・調査、修繕・改築を着実に実施するとともに、「千葉市下水道事業中長期経営計

画（令和３年度～令和１４年度）」で定める浸水被害の軽減と対策の強化などの主要施策の推進に注力

されたい。 

加えて、国土交通省からの要請に基づき実施した下水道管路の全国特別重点調査により、応急措置

を実施した上で５年以内に対策を実施することと判定された管路については、適切に改築工事を実施

されたい。 

 

（３）また、管路に係る包括的民間委託の対象区域拡大などの維持管理コスト削減策の推進に加え、民間

のノウハウ活用、効率的かつ効果的な維持管理・更新、財政負担の軽減や下水道使用料の上昇抑制が

期待できるウォーターＰＰＰ※の導入に向けた検討が進められている。ウォーターＰＰＰの導入にあた

っては、ベテラン職員から若手職員への下水道の整備や維持管理における技術・ノウハウの継承、災

害発生時等の役割分担や費用等のリスク分担の明確化など、導入にあたり懸念される事項を着実に検

証し、安定した下水道サービスを提供するために必要な技術力の維持・向上等が図られる制度設計と

なるよう留意されたい。 

 

（４）下水道は安全で快適な生活環境の実現と、河川等の水質保全を図るために、欠くことのできない重

要な施設であることから、将来にわたり安定的な事業継続が可能となるよう、建設投資の適正化や経

営基盤の強化を着実に推進されるよう要望する。 

 

※ ウォーターＰＰＰ 

官民連携方式の１つとして、令和５年６月に内閣府が「PPP/PFI 推進アクションプラン」の中で新たに示した、民

間のノウハウや創意工夫を活用し、長期間に渡り維持管理と更新（もしくは更新支援）などを一体で行う事業手法を

いう。 
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※令和４年度は特別減免の影響を除いた場合の数値を括弧内に記載している 
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※比率が上昇傾向にあり、償却対象資産の老朽化が進んでいることを示している。 
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３ 農業集落排水事業会計 

【審査意見】［Ｐ５６－５７］ 

（１）農業集落排水事業においては、人口密度が低い農村地域を対象としており、採算性が低いことから、

収入の不足額に一般会計からの繰入金を充当することで、農業集落排水事業収益と農業集落排水事業

費用を同額としていることから純損益は生じていない。 

 

（２）一方で、処理場・ポンプ場の老朽化施設の維持管理費や改築更新費用の増加、人口減少による農

業集落排水処理施設使用料の減少など、事業を取り巻く環境は一層厳しくなることが予想されるこ

とから、より効率的な運営を進めるために「千葉市農業集落排水事業中長期経営計画（２０２１（令

和３）年度～２０３２（令和１４）年度）」（以下「経営計画」という。）を策定し、公共下水道への

接続、必要な収入の確保を基本方針とした事業を実施している。 

 

（３）公共下水道への接続については、接続に伴う施設の再編・統合を図ることで、老朽化した処理場の改

築・更新を行う場合と比較して、工事費、維持管理費等のコスト縮減が見込めることから、早期に実施

する必要がある。しかしながら、改定前後の経営計画における再編スケジュールを比較すると、公共下

水道への接続が最大で５年間先送りとなる地区もあることから、改定後の経営計画における再編スケジ

ュールでは遅延が生じることのないよう適正な進捗管理に努められたい。 

 

（４）また、農業集落排水事業については、採算性が低い地域を対象としているため、使用料収入で必要な

収入の確保をすることは困難であることは理解できるが、営業収支比率及び原価回収率が１００％を大

幅に下回る状況は健全な経営とは言い難いことから、徴収対策及び接続指導を適切に実施し、収納率及

び接続率の上昇に努めるとともに、より一層厳しくなる事業環境を踏まえ、今後の農業集落排水事業の

あり方については検討を進められたい。 

 

（５）農業集落排水は農業振興地域における安全で快適な生活環境の実現と、河川等の水質保全を図るた

めに、欠くことのできない役割を担っていることから、将来にわたり生活環境の改善、農業用排水及

び公共用水域の水質保全が図られるよう、建設投資の適正化や経営基盤の強化を着実に推進されるよ

う要望する。 

区  分 令和６年度 令和 7 年度 

営 業 収 支 比 率  （％） 15.0 17.2 

 営業収益 （百万円） 77 73 

 営業費用 （百万円） 515 428 

 

区  分 令和６年度 令和 7 年度 

繰入金比率 

（収益的収入分） 
（％） 25.2 23.6 

 一般会計繰入金 （百万円） 147 110 

 総収益 （百万円） 584 468 
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【審査意見】［Ｐ７２－７３］ 

（１）水道事業においては、給水人口、有収水量ともに減少傾向であり、今後も水需要の大幅な増加は見

込み難い。また、給水エリアの有収水量密度が低いため、給水原価が相対的に高い状況であるにもか

かわらず、料金は県営水道と同一にしていることから、料金回収率は 100％を大幅に下回り、発生す

る収支の不足額を一般会計からの繰入れに依存している。加えて、管路等の施設が耐用年数を迎え、

今後の更新需要が見込まれるとともに、自然災害への対策として耐震化等を推進する必要があること

から、財政負担の更なる増加が懸念される。 

 

（２）災害等を始めとする減断水への備えについては、経営の基本方針である「千葉市水道事業中長期経

営計画（令和３年度～１２年度）」（以下「経営計画」という）」に基づき実施している。近年は、各地

で台風・地震等の自然災害による長期の断水や、施設の老朽化等に起因する減断水などが増加してい

ることから、安定的な給水を継続するため、老朽化した管路や施設の更新など、経営計画に基づき着

実に取り組まれたい。特に、急所施設の耐震化対策については、令和１２年度まで地方財政措置が拡

充されていることから、経営計画期間内での実施に努め、市及び市民負担の軽減を図りながら、水道

施設の強靭化を進められたい。 

 

（３）経営の改善に向けて、県営水道との広域連携を目指し、第三者委託による長柄浄水場の活用につい

て県との協議を重ねてきた。長柄浄水場を活用できれば、水源費用の二重負担の解消や、老朽化した

浄水場の廃止などを図ることが可能となることから、県との実務検討会において確認された、送水に

係る施設整備や維持管理手法などの諸課題について、解決に向け着実に取り組まれたい。 

 

（４）水道は、市民生活や経済活動の維持・向上に欠くことのできない重要なライフラインの一つであるこ

とから、将来にわたり安全で良質な水を安定的に供給するため、災害対策の強化に留意し、経営の健全化

と効率化への取組を推進されるよう要望する。 

 

 有収水量密度（令和６年度）   （単位：千㎥／ha） 

 千葉市水道局 千葉県企業局 全国平均(加重平均) 

有収水量密度 0.76 4.41 1.17 

（注）有収水量密度とは、水道事業の経営を左右する要因である地理的条件を比較する指標 

有収水量密度＝有収水量（千㎥）／給水区域面積（ｈａ） 

 

 

４ 水道事業会計 
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